
平成25年度事務事業評価表（平成24年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

□ ■ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

28,875 28,875 1,027,340 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3

介護福祉課長
田中　潤

（ 人 ） （ 人 ） （ 千 円 ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 27,754 27,754 1,020,495

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 千 円 ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 27,070 27,070 858,370

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 千 円 ）

□ ■ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

28,875 28,875 98.08 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

介護福祉課長
田中　潤

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 27,754 27,754 98.01

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 27,070 27,070 97.90

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

4,382 4,237 97 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3

介護福祉課長
田中　潤

（ 人 ） （認定数） （ ％ ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 4,442 4,313 97

上乗 □ （ 人 ） （認定数） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 4,425 4,281 97

□ （ 人 ） （認定数） （ ％ ）

□ ■ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

3,434 478,961 139,476 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

介護福祉課長
田中　潤

（ 人 ） （ 千 円 ） （ 円 ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ ■ □ 3,278 439,888 134,194

上乗 □ （ 人 ） （ 千 円 ） （ 円 ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 3,175 424,407 133,671

□ （ 人 ） （ 千 円 ） （ 円 ）

指標 指標

事務事業名

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

08-04-01

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

介護保険運営事業

全額補助 一部補助有 市全額

対象 介護保険の被保険者
（国）介護保険法
（市）東久留米市介護保険条例

介護保険被保
険者数

介護保険被保険
者数

介護保険特別
会計の市町村
負担合計額

手段
・

内容

介護保険事務を遅滞なく円滑に遂行す
るための、庶務的、汎用的な業務やシ
ステム機器の借り上げ等（特別会計の
一般管理費関係）

意図
介護保険制度における公正かつ安定し
たサービスの供給

49,753

24,089 44,782

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 08 高齢者福祉の推進

説明欄：介護保険業務の根幹を成す業務であ
るため実施については不可欠である。

全庁評価会議
（26年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源

08-04 介護保険制度の運営

現状維持
25年度以
降方向性

説明欄：

一般財源

事業費の概要説明

75,812

現状維持
26年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

68,871

26,059

25年度以
降方向性

現状維持

26,059

説明欄：介護保険業務の根幹を成す業務であ
るため実施については不可欠である。

26年度以
降方向性

24,089

33,407 41,317

一部補助有

根拠
法令
等

自主的

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

指標

74,724 33,407

介護保険被保険
者数

介護保険財政の運営、保険給付のため
の資格管理

6,491 46,492

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

（国）介護保険法第129,130条等
（市）東久留米市介護保険条例

全額補助08-04-02

介護福祉課
保険係

介護保険賦課徴収事
業

手段
・

内容

義務的

6,096

努力義務的

事業
形態

直営（委託無）

意図

現状維持

40,992 7,7747,774 33,218
説明欄：介護保険業務運営の主要財源であ
り、介護保険法で定められる事務である。
しかしながら保険料徴収については、口座振
替の拡大や徴税部門との連携を行うことによ
り更なる向上の余地がある。

説明欄：介護保険業務運営の主要財源であ
り、介護保険法で定められる事務である。
しかしながら保険料徴収については、口座振
替の拡大や徴税部門との連携を行うことによ
り更なる向上の余地がある。

6,096

義務的

要介護認定者数

26年度以
降方向性

現状維持
25年度以
降方向性

25年度以
降方向性

6,491

42,100

現状維持

介護保険の資格管理、介護保険料の賦
課徴収 介護保険料の

収納率
36,004

努力義務的 要介護認定申請者（介護保険1号、2号
被保険者のうち、介護サービスを必要
として要介護認定申請した者）

申請者数

対象 介護保険の被保険者

介護保険被保
険者数

市全額

市全額

基本事業番号・名

説明欄：説明欄：

市独自上乗せ（上乗・横出）

26年度以
降方向性

現状維持

対象

その他（　　　　　　　　　　　　　）

40,001

08-04-03

介護福祉課
介護サービス係

介護保険認定審査事
業（認定審査会費・
認定調査費）

事業
形態

根拠
法令
等

自主的

全額補助
年間の要介護
認定者数/申請
者数

手段
・

内容

申請を受理した者の認定調査、主治医
意見書の書類を取り寄せそれを基に要
介護認定を行う。審査を行う合議体を
設置し、1回の審査会に30件の判定を
行っている

（国）介護保険法第2,14,19条等
（市）東久留米市介護保険条例

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

意図
必要な介護度を判定し、介護保険給付
を受給できるようにする。

その他（　　　　　　　　　　　　　）

一部補助有

25年度以
降方向性

64,373 24,664 89,037

65,124

現状維持

29,700 94,824

26年度以
降方向性

現状維持
説明欄： 25年度以

降方向性

説明欄：一回の審査会において、審査件数を
原則３０件以上として運用している。介護保
険法による法定事務である。

説明欄：一回の審査会において、審査件数を
原則３０件以上として運用している。介護保
険法による法定事務である。

現状維持
26年度以
降方向性

現状維持

64,373

92,77566,043 26,732 66,043

説明欄：

65,124

08-04-04

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
要支援又は要介護1～5と認定された者
の内、サービスを利用した場合に当該
費用が給付費として計上される。

サービス受給
者数

1月あたりの保
険給付費

利用者1人あた
り給付費

保険給付費の90％を国保連合会の請求
に基づき支払う。連合会を通さない償
還払いの保険給付費を申請に基づき審
査・支払を行う（介護サービス等諸
費、介護予防サービス等諸費、審査支
払手数料、高額介護サービス等諸費、
特定入所者介護サービス費等、高額医
療合算介護サービス等諸費）。

5,550,006

介護給付費の適切な算定・支払

5,286,058 10,523 5,296,581

25年度以
降方向性

説明欄：介護保険の認定者数の増加に比例し
て、介護保険給付費の伸びも顕著である。今
後の人口動態の推移を勘案すると、更なる給
付費の伸びが見込まれる。介護保険の認定者
数の増加に比例して、介護保険給付費の伸び
も顕著である。今後の人口動態の推移を勘案
すると、更なる給付費の伸びが見込まれる。

説明欄：

699,464

25年度以
降方向性

5,975,486 745,843

拡大
26年度以
降方向性

拡大
説明欄：介護給付及び予
防給付に要する費用の
50％は保険料、残りの
50％は公費で賄われる。
公費の内、市の負担は
12.5％である。

660,757

5,540,534 9,472

説明欄：

（国）介護保険法第40、52、62条等
（市）東久留米市介護保険条例

手段
・

内容

意図

26年度以
降方向性

5,966,747 8,739

介護保険給付事業

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成25年度事務事業評価表（平成24年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

指標 指標

事務事業名

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 08 高齢者福祉の推進

全庁評価会議
（26年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源

08-04 介護保険制度の運営

一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

指標

基本事業番号・名

■ □ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

28,875 50 325 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

介護福祉課長
田中　潤

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 27,037 50 292

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 27,070 50 321

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

28,875 167 431 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

介護福祉課長
田中　潤

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 27,754 184 439

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 27,070 184 427

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

28,875 27 未把握 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

介護福祉課長
田中　潤

（ 人 ） （ 人 ） （ ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 27,754 27 未把握

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 27,070 27 未把握

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ）

□ □ ■ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

6 6 6 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

介護福祉課長
田中　潤

（ 箇 所 ） （ 箇 所 ） （ 箇 所 ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 ■ □ □ 6 6 6

上乗 □ （ 箇 所 ） （ 箇 所 ） （ 箇 所 ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 6 6 6

□ （ 箇 所 ） （ 箇 所 ） （ 箇 所 ）

08-04-05

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

特別養護老人ホーム
土地借上げ事業

全額補助 一部補助有 市全額

対象 在宅で介護が必要な高齢者

65歳以上の高
齢者

特 別 養 護 老 人
ホームの市民入
居者数

特別養護老人
ホームの入所
待 機 者 数
（ シ ャ ロ ー
ム）

手段
・

内容

特別養護老人ホーム「シャローム東久
留米」とその駐車場の土地に50年の地
上権を設定し、有料老人ホームを経営
するユウシュウライフ株式会社から借
り上げ地代を支払う

25年度以
降方向性

現状維持
26年度以
降方向性

現状維持
説明欄： 25年度以

降方向性

説明欄：在宅での介護が困難となった要介護
高齢者が、住み慣れた身近な地域で暮らすこ
とを充足するため、特別養護老人ホームの施
設整備の支援は必要な事業である。

説明欄：在宅での介護が困難となった要介護
高齢者が、住み慣れた身近な地域で暮らすこ
とを充足するため、特別養護老人ホームの施
設整備の支援は必要な事業である。

現状維持
26年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

16,507 16,507 16,507

16,50716,507 0 16,507

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
在宅で介護困難な高齢者が、安心して
身近な地域で暮らせる場を確保する。

16,507 0 16,507 16,507

その他（　　　　　　　　　　　　　）

08-04-06

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 在宅で介護困難な高齢者

65歳以上の高
齢者

特 別 養 護 老 人
ホームの市民入
居者数

特別養護老人
ホームの入所
待機者数

市独自上乗せ（上乗・横出）

意図

84,854

25年度以
降方向性

市内の３つの特別養護老人ホーム
（シャローム東久留米、マザアス東久
留米、けんちの里増床分）の施設整備
に伴う借入金の償還金の一部を対象
に、毎年度補助金を交付している。

説明欄：在宅での介護が困難となった要介護
高齢者が、住み慣れた身近な地域で暮らすこ
とを充足するため、特別養護老人ホームの施
設整備の支援は必要な事業である。

84,854

在宅での介護が困難な高齢者が、安心
して暮らせる場を確保する。

85,382 0 85,382

説明欄：

56,073 0 56,073

手段
・

内容

現状維持
26年度以
降方向性

特別養護老人ホーム
施設整備補助事業

全額補助 一部補助有 市全額

26年度以
降方向性

現状維持現状維持
説明欄： 25年度以

降方向性
現状維持

85,382

その他（　　　　　　　　　　　　　）

08-04-07

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的

事業
形態

直営（委託無）

努力義務的

手段
・

内容

建物の所有者と市が賃貸契約した建物
３施設の賃料支払を行う。平成15年4
月1日以降に入居した利用者から月額
53,700円を徴収している

現状維持
26年度以
降方向性

現状維持

対象

説明欄：在宅での介護が困難となった要介護
高齢者が、住み慣れた身近な地域で暮らすこ
とを充足するため、特別養護老人ホームの施
設整備の支援は必要な事業である。

84,854 0

現状維持
26年度以
降方向性市内に住所を有する介護度が中程度以

下の認知症高齢者

65歳以上の高
齢者

グループホーム
入居者数

入居者の介護
度

23,578

現状維持
説明欄：

23,578 0 23,578

18,720 18,720

25年度以
降方向性

説明欄：認知症高齢者がグループホームに入
所しやすいように、施設整備が不十分だった
平成11年、13年、14年に１か所ずつ施設の借
り上げを行っている。なお、24年度からガー
デンほんむら建物等借り上げ料が発生してい
る。

説明欄：認知症高齢者がグループホームに入
所しやすいように、施設整備が不十分だった
平成11年、13年、14年に１か所ずつ施設の借
り上げを行っている。なお、24年度からガー
デンほんむら建物等借り上げ料が発生してい
る。

意図

地域の中で在宅の認知症高齢者に対
し、グループホームに入居することに
より任地症の進行を穏やかにして健康
で明るい生活を送ることが出来るよう
支援する

18,720 0

市全額全額補助 一部補助有

18,720 0

対象
市内に所在する認知高齢者グループ
ホーム

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

第三者評価を
受審した認知
症 高 齢 者 グ
ループホーム
数

18,72018,720

説明欄：25年度以
降方向性

25年度以
降方向性

08-04-08

介護福祉課
介護サービス係

グループホーム施設
等借上げ事業

説明欄：都補助率１０
０％

25年度以
降方向性

説明欄：第三者評価を受審することにより、
事業所のサービスの質の向上を図るともに、
利用者による事業者の適切な選択を支援する
ことになるため、必要な事業である。東京都
地域福祉推進包括補助事業要綱に基づき、実
績額の10分の10が補助。

説明欄：

現状維持
26年度以
降方向性

東京都における福祉サービス第三者評
価の指針に基づく福祉サービス第三者
評価を受審する認知症高齢者グループ
ホームに対し、その受審費用を補助し
ている。 795

サービスの内容を利用者に見えるもの
にするとともに、サービスの質の向上
に向けた事業者の取り組みを促すこと
で、利用者本位のサービスにつなげ
る。

2,047

認知症高齢者
グループホー
ム

100

補助を行った認
知 症 高 齢 者 グ
ループホーム数

2,147

705 90

26年度以
降方向性

説明欄：

(都)東京都における地域密着型サービスに
係る自己評価及び外部評価の実施方針
(市)平成２２年度東久留米市認知症高齢者
グループホーム福祉サービス第３者評価事
業補助金交付要綱

1,971 83 2,054

手段
・

内容

現状維持

グループホーム第三
者評価受審支援事業
（小規模多機能型居
宅介護含む）

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成25年度事務事業評価表（平成24年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

指標 指標

事務事業名

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 08 高齢者福祉の推進

全庁評価会議
（26年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源

08-04 介護保険制度の運営

一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

指標

基本事業番号・名

□ □ ■ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

28,875 4 4 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

介護福祉課長
田中　潤

（ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ ■ □ 27,754 7 7

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 27,070 10 10

□ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

3 12 64 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

介護福祉課長
田中　潤

（ 部 会 ） （ 回 ） （ 所 ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 3 14 64

上乗 □ （ 部 会 ） （ 回 ） （ 所 ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 3 14 64

■ （ 部 会 ） （ 回 ） （ 所 ）

□ ■ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

28,875 3 13 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

介護福祉課長
田中　潤

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 27,754 1 10

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ ■ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 27,070 2 10

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ □ ■ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

28,875 3,434 4 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

介護福祉課長
田中　潤

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ ■ □ 27,754 3,278 4

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 27,070 3,175 1

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

努力義務的

対象

手段
・

内容

市担当課が地域包括支援センターと連
携しケース検討会を開催している。 65歳以上の高

齢者
虐待事例検討会
の開催回数

虐待事例検討
会の開催回数

08-04-09

介護福祉課
地域ケア係

根拠
法令
等

自主的 義務的
地域包括支援センター職員・在宅介護
支援センター職員・介護支援専門員等

市全額

（国）高齢者虐待の防止、高齢者の養護者
に対する支援等に関する法律、介護保険法
第115条の38（地域支援事業の包括的支援事
業）、（都）高齢社会対策区市町村包括補
助事業要綱

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

高齢者虐待ケース等の事例検討をとお
して専門家より指導を受け関係者の対
応力向上を図る。包括的支援事業は、
地域包括支援センターに委託してい
る。その他（　　　　　　　　　　　　　）

虐待事例検討会事業

全額補助 一部補助有

説明欄：本事業は、関係者の高齢者虐待対応
の技術的支援のツールとして不可欠であり、
効果を上げている。

説明欄：

26年度以
降方向性

128

25年度以
降方向性

現状維持
26年度以
降方向性

247 627

現状維持

76

説明欄：東京都高齢社会
対策区市町村包括補助事
業要綱に基づき、2分の1
が補助される。

190

25年度以
降方向性

手段
・

内容市全額

257 222

説明欄：

152 205 357

479

380

08-04-10

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

東久留米市介護サービス事業者協議会規約

事業者が参加する5部会（サービス評
価、苦情処理、サービス情報、介護支
援専門員、ヘルパー）の事務局を行っ
た。

950

制度改正等に伴う情報交換や諸課題を
討議する。

50

アウトソー
シング

0 812 812

50

市の事業者協議会

26年度以
降方向性

アウトソー
シング

説明欄：

説明欄：事業自体は実施するが、運営費その
ものは協議会を構成する事業者の会費で賄わ
れているため、市の事業予算としては発生し
ないものである。

50

0

25年度以
降方向性

25年度以
降方向性

アウトソー
シング

説明欄：事業自体は実施するが、運営費その
ものは協議会を構成する事業者の会費で賄わ
れているため、市の事業予算としては発生し
ないものである。

26年度以
降方向性

アウトソー
シング

説明欄：

900

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

部会数
部会別の会議開
催実績

協議会への事
業者加入数

1,000

対象

08-04-11

介護福祉課
地域ケア係

根拠
法令
等

自主的 義務的

介護サービス事業者
協議会支援事業

全額補助 一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

1,050

その他（運営補助）

全額補助 一部補助有 市全額

22,821

努力義務的

対象
（国）老人福祉法第11条

手段
・

内容

25年度以
降方向性

説明欄：保護措置費国庫負担金は平成17年度
から市町村に一般財源化された法定事業であ
る。最近では高齢者虐待ケースの受け入れも
増えている。

65歳以上の高齢者であって、生活困
窮、住むところがない、居住環境が悪
い等の状況にある者

65歳以上の高
齢者

50

24,820

22,821

説明欄：

22,981

25年度以
降方向性

養護老人ホーム
入所申込者数

養護老人ホー
ム入所者数

現在10名を措置。事務としては、入所
者の委託料を東京都福祉振興財団に毎
月支払いしている。

21,940

現状維持

24,820 148 24,968
説明欄：保護措置費国庫負担金は平成17年度
から市町村に一般財源化された法定事業であ
る。最近では高齢者虐待ケースの受け入れも
増えている。

その他（　　　　　　　　　　　　　）

160

現状維持現状維持
26年度以
降方向性

26年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

08-04-12

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

介護保険利用者負担
軽減事業（訪問介
護・社会福祉法人の
利用者負担軽減）

22,118

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

意図

身体上、精神上又は環境上の理由と経
済的理由により居宅で生活することが
困難な高齢者を養護老人ホームに入所
措置する。

一部補助有 市全額

21,940 178

対象
介護保険サービスを利用している生計
困難者及び訪問介護を利用する低所得
者

65歳以上の高
齢者

介護保険サービ
ス利用者数

介護保険サー
ビス利用者減
額認定者数

18

養護老人ホーム措置
事業（老人福祉措置
費）

対象者に利用料の4分の1を減額してい
る（17年10月から老齢福祉年金受給者
のみ2分の1減額）
訪問介護利用者負担の（障害者ホーム
ヘルプサービスを利用していた者に限
る）一部を助成

事業
形態

直営（委託無）

介護サービスを利用している者の経済
的負担の軽減を図る

意図

説明欄：低所得で生計が困難である者につい
て、介護保険サービスの提供を行う社会福祉
法人等が、利用者負担を軽減する事業に対し
て補助することにより、介護保険サービスの
利用促進を図るため、必要な事業である。

説明欄：

14

26年度以
降方向性

26年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

国通知「低所得者に対する介護保険サービ
スに係る利用者負担額の軽減制度の実施に
ついて」（h12.5.1）。都要綱「社会福祉法
人等による生計困難者に対する介護保険
サービスに係る利用者負担額軽減制度事業
実施要綱」（h13.11.30）。

57 0 57 6

全額補助

手段
・

内容

63

25年度以
降方向性

25年度以
降方向性

0 18 4

現状維持

63

説明欄：① 軽減主体が
本来受理すべき利用者負
担収入に対する割合の
１％を超える部分を国が
2分の1、都が4分の1を負
担。
② 軽減主体が本来受理
すべき利用者負担収入に
対する割合の１％を超え
る部分を都が2分の１を
負担。

東久留米市



平成25年度事務事業評価表（平成24年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

指標 指標

事務事業名

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 08 高齢者福祉の推進

全庁評価会議
（26年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源

08-04 介護保険制度の運営

一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

指標

基本事業番号・名

□ □ ■ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

28,875 2,627 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

介護福祉課長
田中　潤

（ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ ■ □

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

606

手段
・

内容

0

事業
形態

直営（委託無）

意図

26年度以
降方向性

根拠
法令
等

介護保険法第145条の45
老人福祉法第32条の2

08-04-13

介護福祉課
地域ケア係

判断能力が不十分になっても住み慣れ
た地域で安心して生活できるようにす
る。

65歳以上の人口
の約 9.1％（市
の認知症高齢者
推定数）

市長申立て件
数

400 206

26年度以
降方向性

25年度以
降方向性

説明欄：負担率
国＝39.5％
都＝19.75％
市＝19.75％
保険料＝21％

説明欄：住み慣れた地域で安心して生活を営
む上で、金銭管理，身上監護等の問題は重要
であり、今後も高齢者数の増加により対象者
人数はもとより、その必要性においても拡大
するものと思われる。

79

25年度以
降方向性

拡大

説明欄：

説明欄：

0

拡大

一部補助有 市全額

対象
認知症高齢者などの判断能力の不十分
かつ生活困窮をきたしている高齢者

65歳以上の高
齢者

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

自主的 義務的

審判の請求を行いかつ審判請求に要す
る費用を負担すること。また、成年後
見等に関する報酬の助成を行うこと。

努力義務的

成年後見事業

全額補助

東久留米市


